
奈良県の日本語学習に関する実態調査 実施要項

１．調査の概要

（１）調査目的

県内における外国人等に対する日本語教育の現状を詳しく知ることで、地域や各分

野における課題等を把握し、「奈良県地域日本語教育体制整備事業」における事業内

容へ反映させるとともに、今後、策定予定の「奈良県日本語教育推進のための基本的

な方針」（仮称）についての基礎資料として活用する。

（２）調査対象

・市町村（３９）

・国際交流団体（５１）

・地域日本語教室（１６）

・日本語学校・日本語教育関係機関（８）

・外国人を雇用している企業等（５０）

※奈良県産業・観光・雇用振興部 外国人・人材活用推進室により、地域・業種に偏りが

ないよう５０社を選定

（３）調査方法

調査対象へメールもしくは郵送によりアンケートを送付、回収する。

（４）実施時期

令和４年２月下旬 ～ ３月下旬

２．質問内容（概要）

（１）「市町村」対象

①日本語教室開設状況

②「開設していない」と答えた場合、日本語教室を開設していない理由

③地域の日本語教室が、現在果たしている役割

④今後、日本語教室に期待する役割

⑤日本語教室を継続するにあたっての課題

⑥日本語教室の日本語学習支援者向けの研修

⑦日本語教育のコーディネーターの配置状況

⑧外国人住民からの日本語学習に関する相談内容

⑨地域住民や企業、学校からの日本語学習に関する相談内容

⑩日本語学習支援に関して、連携・交流している機関・団体等

⑪今後、日本語学習について、県、国等に実施を望む施策

⑫日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述）



（２）「国際交流協会・国際交流団体等」対象

①団体の活動内容

②団体の会員数

③運営資金確保の方法

④日本語教室開設状況

⑤「開設していない」と答えた場合、日本語教室を開設していない理由

⑥地域の日本語教室が、現在果たしている役割

⑦今後、日本語教室に期待する役割

⑧日本語教室を継続するにあたっての課題

⑨日本語教室の日本語学習支援者向けの研修

⑩外国人住民からの日本語学習に関する相談内容

⑪地域住民や企業、学校からの日本語学習に関する相談内容

⑫日本語学習支援に関して、連携・交流している機関・団体等

⑬今後、日本語学習について、県、国等に実施を望む施策

⑭日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述）

（３）「地域日本語教室」対象

①主催者区分

②開催曜日

③開催時間帯

④開催場所

⑤授業形態

⑥運営資金確保の方法

⑦運営資金の使途

⑧学習者の国籍・地域と人数

⑨学習者の参加費

⑩１回の講座における平均出席者数

⑪学習者のニーズ

⑫日本語学習支援者の数

⑬日本語学習支援者が受け取る謝礼

⑭日本語学習支援者のスキルアップのために行っていること

⑮日本語学習支援者に求める能力や姿勢

⑯日本語教室が果たしている役割

⑰現在、日本語教室で困っていること

⑱日本語学習以外で困っている学習者への対応

⑲今後の目標

⑳今後、日本語学習について、市町村、県、国等に実施を望む施策

㉑日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述）



（４）「日本語学校・日本語教育関係機関」対象

①設置形態

②対応コース

③学生の国籍・地域と人数

④教員の構成

⑤教員の資格区分

⑥企業や団体等への教員の派遣

⑦授業形態

⑧開催曜日

⑨開催時間帯

⑩行っている特色ある授業（自由記述）

⑪日本語教育以外に実施している教育活動

⑫日本語教育で、地域や企業等と連携した取組（自由記述）

⑬日本語教育以外で、地域や企業等と連携した取組（自由記述）

⑭今後、日本語学習に対して、国や県等に望む施策

⑮日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述）

（５）「外国人を雇用している企業等」対象

①会社概要（種類・業種・社員数）

②外国人材の雇用状況（雇用した理由、雇用していない理由、等）

③外国人材の国籍・地域と人数

④外国人材の採用方法

⑤外国人材の日本語能力（聞く、読む、話す、書く）

⑥外国人自身が、日本語能力不足を理由に困っていると思われること

⑦外国人材に対し実施している日本語学習サポート

⑧日本語学習を促進するために連携している他機関、団体

⑨外国人材の就業にあたって行っている取組

⑩外国人材に求める日本語能力（聞く、読む、話す、書く）

⑪外国人材の日本語学習について、市町村、県、国等に求める施策

⑫日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述）



３．調査票回答における留意点

（１）エクセルファイルを利用する場合

・基本的にはチェックボックスに☑を入れて回答してください。

・記述欄は該当する箇所のみ記入してください。

・回答箇所以外はシートの保護をかけています。

・回答することが難しい質問は、無記入でも構いません。

・回答済みエクセルファイルを令和４年３月２４日（木）までに、メール送信して

ください。

（２）紙媒体を利用する場合

・基本的にはチェックボックスに☑を入れて回答してください。

・記述欄は該当する箇所のみ記入してください。

・回答することが難しい質問は、無記入でも構いません。

・回答済み調査票を令和４年３月２４日（木）までに、同封している返信用封筒に

て御返送ください。

（３）調査結果の公表について

本調査の結果については、全体の状況について公表することを想定していますので、

予め御了承ください。（各団体ごとの結果については公表いたしません。）

（４）問合わせ先

奈良県教育委員会事務局 人権・地域教育課 人権教育係

〒630-8502 奈良市登大路町30

TEL ０７４２－２７－９８５８（直通）

FAX ０７４２－２３－８６０９

E-mail jinchi@office.pref.nara.lg.jp


